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2002年4月-2021年

•日本郵船株式会社入社（陸上職技術系）

•新造船 計画・建造管理

•保船管理（船舶管理会社出向）

•自動車船営業（航路統轄）

2021年-2024年

•Maersk Mc-Kinney Moller Center for Zero 
Carbon Shipping 出向

•企画グループ/ 脱炭素グループ

脱炭素推進チーム長

2024年10月～

•技術本部 工務グループ

グリーン技術チーム /    

アンモニア技術チーム

チーム長

Strategy/Planning Strategy/Planning ExecutionExecution

加藤 淳 (KATO JUN)
1977年生まれ、大阪出身 府立天王寺高校卒

2002年 大阪大学大学院工学研究科

船舶海洋工学専攻 修士課程 修了

Jun.02.kato@nykgroup .com ※ 環境省認定制度

脱炭素アドバイザー アドバンスト

(2024年9月取得）

GHG

発表者 自己紹介

NYK Group Decarbonization Story (NDS)  
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日本郵船グループは、持続可能な社会の実現に向けて世界の脱炭素化を牽引するとの決意の下、
高い志と脱炭素化のための取り組みを積極的に推進していく姿勢を力強くグループ内外に明示す
るために、「NYK Group Decarbonization Story (NDS) 」を公開。 (2023年11月)

NDS発表後１年経過した2024年11月、「Progress Repot 2024」を発表。

NYK Group Decarbonization Story 
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https://www.nyk.com/esg/envi/decarbonization/ https://www.nyk.com/news/2024/20241031_01.html



©NYK Group. All rights reserved.©NYK Group. All rights reserved.

なぜ脱炭素の取り組みが必要なのか？1.
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-1. 気候変動の現状

-2. 国際社会、国際海運の取り組み

-3. なぜ脱炭素の取り組みが必要なのか？
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大気中のCO2濃度と産業革命期 (1850-1900年平均)以降の地球平均気温の推移

気候変動は、短期（2021～2040年）のうちに1.5℃に達しつつあり、後戻りできない複数の危機
を引き起こし、生態系及び人間に対してリスクをもたらす。

1-1. 気候変動の現状：「地球温暖化」から「地球沸騰化」の時代に

6

14万年前 リス氷期のピーク

78万年前

最後の地磁気逆転

資料出典：https://www.bbc.com/news/science-environment-24021772 最終アクセス2024年11月

19-20万年前

ホモサピエンス誕生

IPCCによると過去200万年で最高濃度

大気中の二酸化炭素濃度の推移大気中の二酸化炭素濃度の推移 年次平均気温の推移年次平均気温の推移

2024年平均気温は産業革命期＋1.5℃を超過する見込み

420 ppm
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全球海面水温の記録的な上昇

海洋は、大気や陸に比べひとたび温まると冷めに
くい性質があり、地球温暖化によって増加した熱
の 貯蔵庫として機能している。

海水温が上昇すると二酸化炭素の吸収力が下がる
ため、大気中に温暖化ガスがより多く留まる。

氷河の溶解にもつながり、さらに海面が上昇する。

1-1. 気候変動の現状：海水温度/海洋内部熱の上昇

7
出典 JAXA https://earth.jaxa.jp/ja/earthview/2023/08/31/7718/ 最終アクセス 2024年11月

NASA 「海洋内部熱の上昇 360 Zettajoule」

海洋に蓄えられた熱により海水が膨張し、
世界の海面上昇の 1/3-1/2が引き起こされる。

追加されたエネルギーのほとんどは、
深さ 0 ～ 700 メートルの地表に蓄えられる。

過去 10 年間は、少なくとも 1800 年代以来、
海が最も暖かい 10 年間であった。

2023 年は記録上海水温度が最も高い年。

出典 NASA https://climate.nasa.gov/vital-signs/ocean-warming/ 最終アクセス 2024年11月

海洋に蓄積される熱は年々増加

過去20年の傾向と比較しても高温傾向が顕著

全球（南緯60‐北緯60度）の月平均海面水温の季節変化の推移全球（南緯60‐北緯60度）の月平均海面水温の季節変化の推移

海洋内部熱の推移(水面下 2000mまでの平均）海洋内部熱の推移(水面下 2000mまでの平均）
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全球の表面海水中の水素イオン濃度指数(pH)の低下速度は10年あたり0.019、1990年以降、
約0.06低下している。

太平洋、大西洋、インド洋ともに、広い海域で表面海水中のpHが低下し、「海洋酸性化」が進行している。

海洋の二酸化炭素を吸収する能力が低下すると、大気中に残る二酸化炭素の割合が増えるため地球温暖化が
加速される可能性がある。(IPCC, 2021)

海水中の炭酸イオンの濃度低下により炭酸カルシウムの殻の形成が困難な環境になる。（生態系への影響）

1-1. 気候変動の現状：海洋酸性化の進行

8出典 気象庁https://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/shindan/a_3/pHglob/pH-glob.html 最終アクセス 2024年11月

全球の表面海水中の水素イオン濃度指数(pH)偏差の長期変化(左図)と2022年におけるpH分布図（右図）

海洋酸性化の進展海洋酸性化の進展
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気候変動による生物多様性の喪失

気候変動と「生物多様性の損失」はどちらも人類の活動が共通要因で、両者は複雑な相互作用がある。

気候変動への対策に加え、生物多様性を含む「自然資本」についても対策が必要

1-1. 気候変動の現状：失われる生物多様性 – 生態系、種、遺伝子

9資料出典：https://www.bbc.com/news/science-environment-24021772 最終アクセス2024年11月
参考資料：日経BP/日本経済新聞出版 「SGDsファイナンス」白井さゆり著

オーストラリア国際応用システム分析研究所(IISA)
2020年 科学誌ネイチャーでの発表

・減少速度を緩めるだけでは不十分、逆転させるような
野心的な目標設定が必要

・大胆な保全回復の努力と食料システムの転換

人々へ便益をもたらす再生可能および非再生可能な天然資源
(例：植物、動物、空気、水、土、鉱物)

気候変動が生物多様性に与えるリスク気候変動が生物多様性に与えるリスク
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「国連気候変動枠組み条約(UNFCCC)」 1992年採択 94年発効

国際海運 → 国際海事機構 IMO 国内海運 → 日本国政府～UNFCCC

1-2. 国際社会、国際海運における脱炭素の動き (1/4)
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20232023 MEPC80  2023 IMO GHG削減戦略MEPC80  2023 IMO GHG削減戦略

20182018 MEPC72  IMO GHG削減戦略MEPC72  IMO GHG削減戦略

2050年までに2008年比排出量半減

今世紀中なるべく早期に排出ゼロにする

2050年頃までにGHG排出ゼロ（ネットゼロ）

2030年までに最低20%削減、30%削減を目指す。

2040年までに最低70%削減、80%削減を目指す

2030年までに2008年比CO2排出(輸送量当たり）40%削減

2030年までにゼロエミッション燃料等の使用割合を5-10%

2015

MEPC62  IMO EEDI/SEEMP(エネルギー効率関連条約) MEPC62  IMO EEDI/SEEMP(エネルギー効率関連条約) 

中期対策：25年中採択、27年発効を目指す中期対策：25年中採択、27年発効を目指す

20112011

COP21

パリ協定

2021

COP26

グラスゴー会議

2018

IPCC

1.5℃特別報告書

年間GHG排出強度を段階的に削減

(GHG Fuel  Standard) など2023

COP28

ドバイ会議

UNFCCCUNFCCC IMOIMO
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1-2. 国際社会、国際海運における脱炭素の動き (2/4)

11

脱炭素のモーメンタムを失いつつある世界

資料出典：2024年10月 DNV 日本技術委員会

食料・エネルギー価格高騰 国際協調から分断社会への流れ
など

国際海運においても例外なく世界情勢の影響を受けて、
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WBCSD(持続可能な開発のための世界経済人会議）※

1995年創設、各産業分野における民間企業のCEOによる連合体、世界約200社が加盟

Business Breakthrough Barometer – セクター別ネットゼロ移行ペースのスナップショット

1-2. 国際社会、国際海運における脱炭素の動き (3/4)

12※ 2023年4月 日本郵船 WBCSDに加盟 https://www.nyk.com/news/2023/20230403_02.html 最終アクセス 2024年11月

https://www.wbcsd.org/actions/business-breakthrough-barometer/

調査母数 250社/組織

69%の業界回答はパリ協定に沿った移行に向けて
の軌道に乗っていない。

海運業界は、全てのセクターの中でパリ協定に沿った移行を達成する自信が最も低いが、
過去３年で脱炭素政策に対する期待が高まっている
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1-2. 国際社会、国際海運における脱炭素の動き (4/4)

13

先行き不透明な時代におけるリーダーの役割

DNV: Energy Transition Outlook 2024 - MARITIME FORECAST TO 2050 DNV: Energy Transition Outlook 2024 - MARITIME FORECAST TO 2050 

資料出典：https://www.dnv.com/maritime/publications/maritime-forecast/ 最終アクセス 24年11月
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1-3. なぜ脱炭素の取り組みが必要なのか？

14

様々な社会課題様々な社会課題

自然資本気候変動

貧困問題 ※

これまでの生活/行動様式

食料問題

人権 ジェンダー

持続可能な社会構築

包摂社会の実現

モーメンタム（勢い）は、表面的に強弱を繰り返しつつ

底流となって社会を変える原動力に。

※これら社会課題は一例、全て網羅するものではない。

行動変容行動変容

非政府アクター(個人・企業)の行動変容を促すドライバー

例：国際/地域的な枠組みや規制

ステークホルダーからの期待・要請

（投資家、顧客、地域社会 etc.)

脱炭素の取り組み
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脱炭素を達成するための手段は？2.

15

-1. 持続可能な包摂社会の実現にむけて

-2. 新たな価値

-3. 新たな評価軸

-4. 技術革新

-5. 変革を支える人材
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課題：気候変動への対応課題：気候変動への対応
これまでの活動様式

（現在の姿）

行動変容行動変容

脱炭素戦略

新たな価値新たな評価軸

技術革新・人材

2-1. 持続可能な包摂社会の実現に向けて

多様で公正な移行（トランジション）

代替燃料技術

カーボン

フットプリント

エネルギー効率

教育・訓練

環境への負荷
ライフサイクル

アセスメント

リスク座礁資産化

運用コスト増 (ex炭素税)

資本調達

人材

貨物量

機会

新しい貨物・事業領域

エコシステム

持続的な経済成長

持続可能な包摂社会の実現

（ありたい姿）
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人々・組織の行動変容を加速させる新たな価値が芽生えつつある。

2-2. 新たな価値：環境への負荷 (1/2) 

18

Quality
Appearance, Composition

Cost
Freight 

Delivery
Transit Time 

Environmental Impact
Carbon Footprint

ステークホルダー（主に荷主）にとっての価値 評価軸

Nature-friendly
Ecology-friendly

Safely 

Economically

Timely

Climate-friendly

資料出典：NYK Group  Decarbon izat ion  S tory  (Nov  2023)  
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脱炭素は人類共通の課題。理念を共有するパートナーとの共通目標が重要 → 「共創」

GHG Scope 1 (自社の排出）と Scope 3 (他社の排出）の壁を超える。

2-2. 新たな価値：環境への負荷 (2/2) 

19資料出典：Progress  Repor t  2024  Annex to  the  NYK Group  Decarbon izat ion  S tory

海上輸送における価値共有例海上輸送における価値共有例

使用者使用者製造者製造者

直接排出(Scope 1)間接排出(Scope 3)
船・機器・燃料

例：トヨタ 2023年度 Scope 3 Category 11（当年度に販売された新車の走行による排出）: 4.3億トン

GHG
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脱炭素を達成するためには、サプライチェーン全体での排出削減を進める必要がある。
その基盤として製品・サービス単位のカーボンフットプリントを見える化する仕組みが不可欠。

2-3. 新たな評価軸：「LCA」 と 「CFS/CFP」 (1/2)

20

サプライチェーン全体でのカーボンフットプリントの削減
社
会
・
顧
客

自
社
の
取
り
組
み

イ
ン
パ
ク
ト

評価軸：ライフサイクルアセスメント(LCA)

NYKグループのGHG排出削減

燃料転換 効率改善 排出回避 オフセット

グループ戦略・目標・具体的な施策

A社 B社 消費者

組織のLCA ：非財務情報として開示が進んできた。

ある製品のサプライチェーン

調達調達 製造製造 輸送輸送 販売販売 使用使用 廃棄廃棄

X社 Z社
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サプライチェーン排出量の把握分析における課題

現状：データ収集体制整備段階が多い。業界平均値や統計値を用いた把握（二次データ）

→ 課題点：排出削減努力が反映されない。リサイクルの重要性に気づくもアクションの遅れ。

あるべき姿：個別の実測値に基づく排出量把握と信頼性のあるデータの流通（一次データ）

→ 課題点：データの品質管理、客観的・中立的なトレーサブルデータ※での検証

2-3. 新たな評価軸：「LCA」 と 「CFS/CFP」 (2/2)

21※ MUFG Trans i t ion Wh i te  Paper  3 .0  (Oc t  2024)  

Tank to Wheel

BE
V

IC
EV

• Electricity supply based on EU stadards
• 150,000 km total distance
• Unit: kg-CO2e

LCA Comparison (ICEV vs. BEV)

Use 

Power Source 

Production

ICEVCO2e BEV

Extraction Shipping Refinery Replenishment 

Generation Distribution Conditioning Charging

Material Transport Production (Parts, Vehicles) Use Recycle

Zero

Responsible Recycling
• Environment Protection
• Circular Economy
• Carbon Footprint of Product  

Life Cycle Assessment (LCA) 
Well to Wheel
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多様なトランジション・パスウェイ：船種特性、運航海域、燃料入手性などの課題に加え、
非連続な技術革新への期待を含め、脱炭素を達成するための解は一つではないという考え方。

2-4. 技術革新：脱炭素を達成するための技術的手法(1/2)

22

Emissions
[ton-CO2e*]

Business Activities
[ton-cargo x mile]

Efficiency
[ton-fuel / (ton-cargo x mile)]

Intensity
[ton-CO2e/ton-fuel] 

GHG Reduction Measures 
Technical Assessment Economical Assessment 

GHG Abatement Cost 

*CO2e:  CO2 equivalent

効率 炭素強度

活動量
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技術的手法の体系

2-4. 技術革新：脱炭素を達成するための技術的手法(2/2) 

23

GHG排出削減策（技術的手法）

燃料転換

自然エネルギー 代替燃料

低炭素燃料

LNG

LPG

メタノール

脱炭素燃料

水素

アンモニア

炭素中立燃料

Bio-燃料

E-燃料

電気・原子力

炭素除去

回収

Carbon Capture

分解処理

化学触媒

プラズマ

エネルギー効率

運用

船舶管理

稼働率向上

沖待ち最小化

LOT最小化

航海支援

最適航路

最適速力

保船管理

船体・プロペラ

清掃

機関プラント

効率

技術仕様

実海域推進性能

船型・付加物

低摩擦塗料

空気潤滑

風力利用

燃費効率向上

ハイブリッド

燃料電池

廃熱回収

省エネ機器

サイバー・フィジカル・システムズによるリスク管理、最適化、将来予測
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燃料転換においては、段階的な移行と将来の不確実性を織り込んだリスク最小化のアプローチ

ドロップイン燃料の役割：大きな設備投資なく混合率に応じて所要の削減量を達成することができる。

不確実性：燃料インフラストラクチャーの整備と価格帯 → 技術・経済成熟度の高い燃料から取り組む。

船員に対する教育訓練 液体燃料からガス燃料の取り扱い技術、燃料特性に合わせた対応

2-4. 技術革新： 燃料転換

24

Available 
fuel options now Future Fuels Transition period 

For simplicity, the secondary fuel like MDO/MGO is omitted.

Fossil Oil 
(0.5%, 3.5%) 

LNG (CH4)

Mono-fueled

Dual-
fueled

LPG (C3/C4)

Methanol

Ammonia
(design stage)

Oils
(e- / bio- )

Methane
(e- / bio- )

Ammonia
(e- / bio-)

Methanol
(e- / bio-)

Trial period 

Grey Blue Green 

Increase in percentage of bio-oil use
Fuel Conversion may consider 

Increase fuel share of drop-in LMG*1

*1 LMG: Liquefied renewable Methane Gas
*2  DME: Dimethyl ether  

Increase fuel share of drop-in LPG or DME*2

Low
Carbon

Low
Carbon

Zero
Carbon

Low
Carbon

LPG, DME
(e-, bio-)
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エネルギー効率の改善 ～ デジタルの力をフル活用

Low Hanging Fruitsは取りこぼしなく導入徹底。様々なエネルギー効率改善技術の優先順位付けにGHG 
Abatement cost の考え方と内部炭素価格による意思決定支援。実海域における推進性能に改めて注目→
設計条件と実際のオペレーションとのギャップは改善代に。港湾混雑による沖待回避、荒天最適避航など、
デジタルの力は、ステークホルダーエンゲージメントを通じた更なる改善にも貢献。

2-4. 技術革新：エネルギー効率

25

Simulation Sensing

- Front-Loading Design with 3D models
- Model-Based Systems Engineering (MBSE)

- Autonomous Ship Project – DFFAS
- Establishment of Maritime and Ocean Digital 

Engineering Cooperation Program 

- Remote Diagnostics Center (Expert-in-the-loop) 

- Cybersecurity Concept of Operation

- NYK Emissions Monitor
- Fleet Emission Simulator (Zero Pathfinder)

- Design and Risk Assessment of Safe and Efficient Use of 
Alternative Fuel and Actual Operation

- Installation of ESDs: Energy-Saving Devices,  
Battery-Hybrid, Wind-Assisted, Engine Derating
Waste Heat Recovery, Shore Power Systems
Air-lubrication, etc.

- Bio-oil Trial and Assessment Program

- In-House Simulator, Gas fuel Training Course

Co
nc
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’s
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e 
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Optimized Design & Operations 

Asset Risk Management 

Digitalization Decarbonization
Energy Efficiency Energy 

Transformation 

Simulation: 仮想空間でのモデルによる技術検討 /  Sensing: 現実世界での実計測
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2050年までに75万人の海技者に対する追加の教育訓練が必要 (DNV&UN Compact, Nov 2022) 

デジタルの活用により効率的かつ効果的な教育・訓練を充実させていくことが重要

2-5. 変革を支える人材： 教育・訓練

26参考資料 https://www.nyk.com/esg/does/stories/detail_10.html 最終アクセス 2024年11月
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日本の海事産業の取り組みの方向性3.

27
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持続可能で包摂的な社会を実現するために生まれつつある新たな価値、評価軸 、環境の変化

国際社会、地域社会、投資家、顧客、取引先などからの要請への対応が求められる。

サプライチェーン全体での環境負荷低減

「ものさし」の変化 CO2→GHG、Tank To Wake → Well to Wake

組織のLCA、製品・サービスのLCAの開示要求の高まり (→計画→集計→分析→開示→対話→）

変革を支える技術と人材

技術革新を伴わない行動変容では持続的な成長は望めない。

科学的根拠に基づく達成困難な高い目標設定は、イノベーションの誘発を期待する側面あり。

代替燃料の利用技術 トランジションの重要性

エネルギー効率の改善とデジタルの力

これら変革を支える人材教育・訓練 誰一人取り残さないというJUST Transitionの考え方

これまでのまとめ

28

日本の海事産業の取り組みの方向性日本の海事産業の取り組みの方向性
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脱炭素を進める上でのレベル別 課題整理

29

ビジョン
コミットメント

グループ戦略
事業ポートフォリオ

ロビイング

ガバナンス ファイナンス

エンゲージメント

脱炭素に向けたシナリオ分析

脱炭素社会に向けた社会変革における
ありたい姿の規定

脱炭素目標の設定

目標達成に向けた権限と責任の明確化
→ 組織体制の整備

目標実現に向けた内部規制
→ GHG集計体制、炭素予算制度など

ビジョンを実現するための戦略

グループ脱炭素戦略の策定と推進

脱炭素に対応する戦略を実現するための手段

脱炭素への手段を実行するための外部アプローチ

適切な情報開示
→ CGコード/年次報告書/TCFD Report
投資計画とSustainable Finance 
→  Transition Bond/ Green Bond

政策・規則への打ち込み

業界標準策定、標準化への貢献
ステークホルダーに向けた発信
社会へのインパクト

脱炭素・炭素循環に対応した製品・サービス設計
→ 製品・サービスのカーボンフットプリント

移行を考慮したビジネスモデルの転換
→ レジリエンスと差別化

脱炭素・炭素循環を達成するための技術開発
→ 代替燃料船開発、責任ある解撤

G
H
G
排
出
量

経営レベル

事業レベル オペレーションレベル

①エネルギー効率の改善

②燃料転換
→ 再生可能エネルギーの使用

④炭素除去
→ 技術・自然由来の炭素除去、固定

③残余排出
→ 極力最小化

Value Chain外

①

②

③

④

脱炭素・炭素循環

製品・サービス

ビジネスモデル

技術

参考資料：野村総合研究所 日経文庫「カーボンニュートラル」
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日本の海事産業における取組の方向性

30

攻めの脱炭素 守りの脱炭素

事
業
領
域
内

事
業
領
域
外

脱炭素化に伴う事業機会の創出

脱炭素化に寄与する技術・サービス開発

新たな規制などコスト増への耐性強化

地球環境保全への貢献

自社グループの排出削減に向け、削減目標の設定、排出量の定期開示

エネルギー効率、比較的な安価なエネルギー・燃料調達など
筋肉質なアセット＆オペレーションへの転換

社員の意思統一、教育・訓練

カーボンフットプリント関連

削減貢献量の推定・開示

炭素除去技術への投資・開発

教育・訓練 需要

環境DNA、海洋プラスチックサンプル採取、環境モニタリング

森林管理を通じた炭素固定、生物多様性保全や水資源涵養への貢献

地域社会との共生

新しい輸送需要（水素・アンモニア・二酸化炭素）の取り込み、
サプライチェーンへの参画。

低/脱炭素製品やサービスの提供 (代替燃料船、エネルギー効率）

複雑化する規制、技術に対応した製品や、船舶管理支援
プールサービス、デジタルによる効率UP支援

脱炭素社会への移行により財務成績の向上 脱炭素社会への移行によりリスク*の低減

*: 規制、コスト、ESGリスクなど

社会に貢献し、持続的成長を続ける日本の海事産業へ

明確なビジョンの策定 ＞ 高い目標設定 ＞ 事業戦略
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次の世代にどのような地球を残していくのか、今ここで選択する行動が将来に大きく影響する。

今を生きる私たちの責任

31資料出典 IPCC 第6次報告書 統合レポート https://www.ipcc.ch/report/ar6/syr/downloads/figures/summary-for-policymakers/IPCC_AR6_SYR_SPM_Figure1.png
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